
○障害者雇用促進企業からの物品等の調達に関する要綱 

平成１５年６月２６日 

告示第２５３号 

改正 平成１８年３月１４日告示第７９号 

平成２７年３月２７日告示第１２２号 

平成３１年３月２９日告示第１９５号 

令和３年３月３１日告示第２０２号 

令和７年３月１２日告示第７７号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内の障害者の雇用の促進と安定を図るため、障害者雇用促進

企業から物品等の調達を行う場合の取扱いについて必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「障害者」とは、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭

和３５年法律第１２３号）第２条第２号から第６号までに規定する身体障害者、重

度身体障害者、知的障害者、重度知的障害者及び精神障害者をいう。 

２ この要綱において「障害者雇用促進企業」とは、次の各号のいずれにも該当する

ものをいう。 

(1) 物品等の調達に係る市の入札参加資格者名簿（以下「名簿」という。）に登録

されていること。 

(2) 前号の名簿において、市内に本店、支店等（以下「本店等」という。）を有す

る中小企業（中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号に

掲げるものをいう。）であること。 

(3) 市内の本店等において、次条の申請の日から遡って１年間の障害者雇用率（各

月の初日に雇用している障害者の数を合計した数を同日に雇用している者の数を

合計した数で除して得た率（０．１パーセント未満の端数がある場合は、その端

数を切り捨てる。）をいう。）が障害者の雇用の促進等に関する法律施行令（昭

和３５年政令第２９２号）に規定する障害者雇用率以上であること。 

３ この要綱において「物品等」とは、市が行う調達に係る物品、印刷物及び業務委

託（建設工事に係る委託を除く。）をいう。 

（一部改正〔平成１８年告示７９号・２７年１２２号・３１年１９５号〕） 

（障害者雇用促進企業の登録の申請） 

第３条 障害者雇用促進企業の登録を受けようとするものは、障害者雇用促進企業登



録申請書（第１号様式）に障害者雇用状況計算書（第２号様式）を添えて、市長に

申請しなければならない。 

（障害者雇用促進企業の登録等） 

第４条 市長は、前条の規定による申請があったときは、速やかにその内容の審査を

行い、その結果、申請者が障害者雇用促進企業に適合すると認めるときは、障害者

雇用促進企業登録名簿に登録を行うとともにその旨を障害者雇用促進企業審査結果

通知書（第３号様式。以下「審査結果通知書」という。）により当該申請者に通知

するものとする。 

２ 市長は、前項の審査の結果、申請者が障害者雇用促進企業に適合しないと認める

ときは、理由を付してその旨を審査結果通知書により当該申請者に通知するものと

する。 

３ 市長は、第１項の規定に基づき登録した障害者雇用促進企業について、申請書に

記載された事項に虚偽の内容があり、障害者雇用促進企業に適合しないことが明ら

かとなった場合は、当該障害者雇用促進企業に係る登録を取り消すものとする。 

（障害者雇用促進企業の登録の有効期間） 

第５条 障害者雇用促進企業の登録の有効期間は、前条第１項の規定による登録が行

われた日から同日の属する年度の３月３１日までとする。 

（障害者雇用促進企業の登録の継続） 

第６条 障害者雇用促進企業が第３条に規定する申請をし、第４条第１項の規定によ

り当該障害者雇用促進企業を継続して登録する場合は、有効期間満了後の翌４月１

日に登録を行う。 

２ 前項に規定する申請を行う場合には、第２条第２項第３号の規定中「第４条第１

項に規定する申請の日から遡って」とあるのは、「第４条第１項に規定する登録が

行われた日の属する年の前年」と読み替えるものとする。 

（指名競争入札における優先指名） 

第７条 市長は、指名競争入札により物品等を調達しようとするときは、障害者雇用

促進企業に登録された者を優先して指名するよう努めなければならない。 

２ 随意契約により物品等を調達する場合は、前項に準じるものとする。 

（一部改正〔平成１８年告示７９号〕） 

（補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は、別に

定める。 



附 則 

この要綱は、平成１５年７月１日から施行する。 

附 則（平成１８年３月１４日告示第７９号） 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月２７日告示第１２２号） 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年３月２９日告示第１９５号） 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月３１日告示第２０２号） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月１２日告示第７７号） 

（ 施 行 期 日 ）  

１  こ の 要 綱 は 、 告 示 の 日 か ら 施 行 す る 。  

 （ 四 日 市 市 申 請 書 等 の 押 印 の 取 扱 い の 特 例 に 関 す る 要 綱 の 一 部 改 正 ）  

２  四 日 市 市 申 請 書 等 の 押 印 の 取 扱 い の 特 例 に 関 す る 要 綱 （ 令 和 ３ 年 四 日 市

市 告 示 第 １ ８ ２ 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

改 正 後  

（ 押 印 の 省 略 ）  

第 ２ 条  次 の 表 の 左 欄 に 掲 げ る 要 綱 の 規 定 す る 手 続 又 は 様 式 の う ち 、同 表

の 中 欄 に 掲 げ る 手 続 又 は 様 式 に つ い て は 、 当 該 要 綱 の 規 定 に 関 わ ら ず 、

押 印 を 要 し な い も の と す る 。た だ し 、同 表 の 右 欄 に 掲 げ る 条 件 を 満 た す

場 合 に 限 る 。  

 要 綱 名  手 続 又 は 様 式  備 考   

 （ 略 ）   

 四 日 市 市 職 員 に 対 す る 暴

力 行 為 等 の 対 策 に 関 す る

要 綱（ 昭 和 ６ １ 年 四 日 市 市

告 示 第 ９ ７ 号 ）  

（ 略 ）   



 四 日 市 市 広 告 掲 載 要 綱（ 平

成 １ ８ 年 四 日 市 市 告 示 第

３ ８ ２ 号 ）  

（ 略 ）   

 （ 略 ）   

 

 

改 正 前  

（ 押 印 の 省 略 ）  

第 ２ 条  次 の 表 の 左 欄 に 掲 げ る 要 綱 の 規 定 す る 手 続 又 は 様 式 の う ち 、同 表

中 欄 に 掲 げ る 手 続 又 は 様 式 に つ い て は 、当 該 要 綱 の 規 定 に 関 わ ら ず 、押

印 を 要 し な い も の と す る 。た だ し 、同 表 右 欄 に 掲 げ る 条 件 を 満 た す 場 合

に 限 る 。  

 要 綱 名  手 続 又 は 様 式  備 考   

 （ 略 ）   

 四 日 市 市 職 員 に 対 す る 暴

力 行 為 等 の 対 策 に 関 す る

要 綱（ 昭 和 ６ １ 年 四 日 市 市

告 示 第 ９ ７ 号 ）  

（ 略 ）   

 障 害 者 雇 用 促 進 企 業 か ら

の 物 品 等 の 調 達 に 関 す る

要 綱（ 平 成 １ ５ 年 四 日 市 市

告 示 第 ２ ５ ３ 号 ）  

第 １ 号 様 式  

 

 

 四 日 市 市 広 告 掲 載 要 綱（ 平

成 １ ８ 年 四 日 市 市 告 示 第

３ ８ ２ 号 ）  

（ 略 ）   

 （ 略 ）   



 



 



 



 



第１号様式（第３条関係） 

（全部改正〔令和７年告示７７号〕） 

第２号様式（第３条関係） 

（全部改正〔令和７年告示７７号〕） 


